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３  国土交通省国土計画局実施事業について 

３－１ ＧＩＳ整備・普及支援モデル事業 

３－１－１ 実証実験データベース利活用実験 

（１）目的 

国土交通省国土計画局では、ＧＩＳモデル地区実証実験の一環として、平成１２年度～平成１

４年度に静岡県地区において「ＧＩＳ整備・普及支援モデル事業（実証実験データベース利活用

実験）」を実施した。本事業は、国、地方公共団体、民間が整備したデータを「実証実験データベー

ス」に収集して多様なＧＩＳデータの流通・相互利用が行われている環境を仮想的に作り出し、

この環境下で企業や研究者等がデータを実際に利活用することを通じて、データの流通・相互利

用の有用性や課題について把握し、ＧＩＳの整備及び普及の促進を図ることを目的とするもので

ある。 

実験では、「実証実験データベース」を活用してデータ流通・相互利用の有用性や課題の検証を

行う実験参加者を公募して、さまざまな目的と方法でデータベースの活用を試みた。活用結果は、

各実験参加者が提出する「最終報告書」をもとに取りまとめた。 

 なお、実験参加者は、①ＧＩＳの研究・開発等を行っている法人・団体、②大学・研究機関の

研究者を対象としたが、平成１４年度はＧＩＳを利用した業務を行っている法人・団体にも参加

を呼びかけた。 

 実証実験データベースからのデータ提供には、当初媒体を用いていたが、平成１３年度以降、

インターネットによる提供を追加した。 

また、本年度は実験の最終年度であることから、実験終了後の地域における自立発展的なデー

タ流通環境の実現方策についてデータ提供者及び実験参加者とともに検討した。 

 

（２）実験の概要 

 １） 実験参加者 

３ヶ年間の実験参加者数の推移は下表の通りである。（３ヶ年の実験参加者名および実験の名

称については、別紙を参照） 

表 2-3-1 実験参加者数の推移 

 

 ２） 提供されたデータ 

３ヶ年間のデータ提供団体数及び提供データ数の推移は次の表の通りである。（平成１４年度

の提供データについては、参考資料「実験に提供されたデータ一覧」を参照） 

 

H12 H 1 3 H 1 4
計 15 9 1 9

研 究 者 0 1 6
法 人 ・団 体 15 8 1 3

参 加 者 数
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表 2-3-2 データ提供団体数及び提供データ数の推移 

 

 ３） 掲示板の開設 

本事業を円滑に進めることを目的に、実験関係者が、本実験を進める上での疑問等について

意見交換できる仕組みとして、静岡県地区事務局（株式会社浜名湖国際頭脳センター）のホー

ムページに掲示板を開設した。また、中間検討会以降、今後の静岡県内ＧＩＳの普及に関する

検討を行うことを目的とした「県内ＧＩＳ検討に関する掲示板」を上記ホームページに追加で

開設した。 

 

 ４） スケジュール 

公募期間    平成１４年５月１５日～６月１４日 

公募説明会   平成１４年５月３１日 

参加者確定   平成１４年７月５日 

実験期間    平成１４年７月８日～平成１５年１月１７日 

参加者中間報告書提出  平成１４年１０月１８日 

中間検討会（一般公開）  平成１４年１０月２８日 

参加者最終報告書提出  平成１５年１月１７日 

最終報告会（一般公開）  平成１５年２月６日 

 

（３）実験成果の概要 

 １） データ流通・相互利用の有用性と課題 

３年間の実験参加者からの最終報告書に記載された「データ流通・相互利用の有用性と課題」

に関する事項を整理すると、以下の通りであった。 

 

①データ流通・相互利用の有用性 

ａ）データ整備コストの削減 

様々な機関が保有する既存データを利活用することにより、データ整備コストが削減でき、

短期間かつ安価にシステム構築や分析業務が可能になる。 

 

H12 H13 H14 H12 H13 H14
計 17 26 33 175 248 299

国 5 9 11 103 161 196
地方公共団体 8 11 14 63 73 79
民間 4 6 8 9 14 24

団体数 データ数
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ｂ）国・地方公共団体保有データの公開によるデータ価格の低下 

国・地方公共団体が保有するデータの公開は、民間で販売されているデータの価格を押し

下げる効果がある。また、国、地方公共団体が保有するデータの公開は、民間データを含む

データ全体の品質向上や交換標準フォーマットの普及を促進する。 

 

ｃ）多種類データの組合せによる利用の可能性 

多種類のＧＩＳデータが提供されているため、入手した各種ＧＩＳデータを組み合わせる

ことにより、様々な目的での利用が可能になる。 

 

ｄ）必要とする情報の迅速な入手 

インターネットによるデータ提供や多様なフォーマットによるデータ提供は、必要とする

情報を円滑かつ迅速に提供または利用できる点で、データ流通・相互利用において非常に有

用である。 

 

ｅ）衛星画像等の背景図としての有用性 

衛星画像やカラー空中写真などは、視覚的に地表面情報が把握できるので、地物を検索す

るためには最適な背景図になる。 

 

②データ流通・相互利用の課題 

ａ）官民のデータ検索システムの共通ルールづくり 

利用者の便宜を図るため個別のデータ提供サイトを束ねるクリアリングハウスが必須にな

る。これの実現には、国土地理院地理情報クリアリングハウスをはじめ、地方公共団体のデー

タ提供サイト、民間有料データ販売サイト等の間で、メタデータの整備方法等データ検索上

の共通ルール作りが必要不可欠である。 

 

ｂ）データに関する情報の整備、提供 

実際に入手し利用するまで、データの詳細が分らないことが多いため、メタデータやデー

タに関する適切でわかり易い説明をＷｅｂページ等で紹介する必要がある。 

 

ｃ）統一的なデータ整備手法の確立 

同種データのフォーマットや座標系、位置精度、時間精度、地図投影法等の不一致や属性

項目の不統一、または地域的なデータの欠落、データ仕様等の不十分な情報開示等は、デー

タの流通促進にとって重大な問題であるが、全国規模または県単位での統一的なデータ整備

手法の確立及びデータ提供の仕組みが必要とされ、今後の課題となる。 
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ｄ）基図データの必要性 

基図の異なるデータ間で生じる位置ずれの解決策として、位置情報を参照するためのデー

タを一元的に作成することで、これを回避するという方法があり、以下の点が今後の課題と

なる。 

・数値地図２５００など、全国的に整備される基図データの利用の検証 

・共有基図データとしてのデータ項目の検討 

・共有基図データ利用促進に関する方策の検討 

 

ｅ）３次元データの整備 

３次元データの整備は、まだ少なく、様々な表現の可能性や多様な用途への応用が考えら

れるため、今後の整備促進が必要である。 

 

ｆ）データのセキュリティに関する検討の必要性 

データ提供者側では、公開データの改竄、目的外使用等の防止策、公開を制限しているデー

タの提供に関する守秘義務の遵守方法、データの著作権保護に関する技術的・法的対策も検

討しておく必要がある。 

 

ｇ）本実験の仕組みの先進事例としての活用 

長期的な時系列データの蓄積や過去のデータの提供、データの申請手続きの簡素化などは、

本実験の仕組みを先進事例として今後に生かす上で改善すべき課題となる。 

 

 ２） 実験で得られた成果 

３ヶ年の実験を通して、実験に携った関係者が得ることができた成果等について、整理した。 

 

①ＧＩＳ整備・普及の観点から見た成果 

＜適応・応用可能な分野＞ 

Ｗｅｂ－ＧＩＳによる地域に密着した市民参加型の実験や、様々な角度から観察する３Ｄシ

ミュレーション手法を構築した実験などが行われ、「防災」「生活・福祉」「環境」といった分野

での適用・応用が可能であることが明らかとなったことは、今後の新分野開拓に関わる事例と

して評価される。 

ａ）防災 

様々なデータの重合せにより、住民の防災への意識向上を図ることができる他、避難経路

等経路検索機能を活用した道路計画や避難場所の検討ができる。また、Ｗｅｂ－ＧＩＳは、

住民への避難所情報の発信サービスや災害情報の速やかな収集が可能となり、防災対策等の

意思決定支援ツールとして今後活用できる。 
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ｂ）その他分野（生活・福祉、観光、環境等） 

Ｗｅｂ－ＧＩＳは、双方向による住民との情報共有を可能にし、地域に密着した市民参加

型の様々な分野（生活・娯楽・事故・災害・福祉・観光等）で適用・応用可能である。また、

３ＤＧＩＳは、震災、大気汚染、水質汚染等の立体的な解析分野で適用・応用可能である。

さらに、モバイル環境での風況マップデータ等の整備は、河川・砂防・森林管理、環境一般、

環境教育等の分野で適用・応用可能である。 

 

＜実験を通じて認識されたこと＞ 

ａ）データの利用価値について 

様々なデータを実際に利用したことにより、その有効な利用方法等が認識された。また、

有効利用可能なデータや、デジタルデータ化されると利用価値の高い資料も多く存在するこ

とも認識された。 

 

ｂ）技術の向上について 

ソフト利用技術、データ作成手法、データ変換手法、画像処理による紙資料のデジタル化

などの技術的ノウハウが得られた。 

 

ｃ）業務の効率化 

業務プロセスにＧＩＳを導入したことで、作業効率及び客観性が向上した。 

 

ｄ）関係者との交流について 

実験関係者との交流により、今まで出来なかった情報交換や共通の問題についての相互認

識を持つことができた。また、ＧＩＳに取り組んでいる地方公共団体や民間企業があること

が実感された。さらに、本当に必要な地図の作成には、関係者間の協議が重要であることが

認識された。 

 

＜地域における効果＞ 

ａ）ＧＩＳへの関心の高まり 

実験参加者数や報告会等への一般聴講者数が増加したことから、実験を通してＧＩＳに触

れよう（業務に導入しよう）とする団体が増えたと言える。さらに、データ提供団体数及び

提供データ数が増加したことから、ＧＩＳの普及とデータ流通の実現に向けての関心や機運

が高まったと言える。 

 

ｂ）民間と地方公共団体との交流 

掲示板や関係者へのアンケート等による様々な情報交換の場を設けることで、民間と地方

公共団体との交流を促進する格好の機会となった。 
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ｃ）防災に関する事例の提示 

他都道府県に先駆けて防災に積極的に取り組んでいる静岡県にとって、各種防災に関する

実験が多数行われ事例として提示されたが、これらの実験成果を今後の取り組みに活かすこ

とにより、より大きな成果となることが期待される。 

 

②実験成果の実用化・商品化 

平成１５年２月に、３ヶ年の実験参加者を対象に、「実験成果の実用化・商品化」の調査を行っ

たところ、静岡県地区では、１０団体より「実用化・商品化した（又は準備中）」との回答を得

た。これらの事例からも、データ流通・相互利用が進んでデータ利用の自由度が高まることで、

ＧＩＳを活用した新たな事業や新たな産業を創出する効果が生まれることが期待できる。 

 

表 2-3-3 実験成果の実用化・商品化の事例 

区分 No システム等の名称 実験参加者名称・実験名称 実験
年度 

実用
化済 

1 EASE 鹿島建設株式会社： 
緑の基本計画策定支援におけるデータベー
ス利活用実験 

H12 

実用
化済 

2 GIS による考古遺跡の研究 
-ティーセン分割編- 

国際日本文化研究センター研究部 教授 
宇野 隆夫： 
ＧＩＳを用いた歴史的空間情報の解析･解
釈実験 

H14 

準備
中 

3 未定 株式会社ガーデンソフト： 
リアルタイム画像の情報取得伝達及びＧＩ
Ｓデータとの付加価値の開発実験 

H12 

準備
中 

4 未定 日本工営株式会社： 
GIS を活用した土砂災害危険箇所管理シス
テム構築に関する実験 

H12 

準備
中 

5 未定 早稲田大学理工学部 教授 渡辺 仁史： 
交通量調査および予測の公共ＧＩＳデータ
利用システムの構築 

H14 

準備
中 

6 地域情報掲示板インター
ネットＧＩＳ（仮称） 

株式会社横河技術情報： 
ＧＰＳ・カメラ搭載携帯電話の位置情報付
き写真画像等を用いた市民参加型地域ＧＩ
Ｓの構築 

H14 

準備
中 

7 土地家屋調査士会土地資料
センター 

静岡県土地家屋調査士会： 
ＧＩＳを利用した土地資料センターの構築
およびわかりやすい境界点情報の提供 

H14 

準備
中 

8 火山防災システム 株式会社エクシード： 
地震・火山等による災害予測と避難所施設
の照会システムにおけるデータの利活用 

H14 

準備
中 

9 未定 関東甲信越東海ＧＩＳ技術研究会： 
地域活性化促進を目的とするＧＩＳによる
観光案内システム構築におけるデータベー
ス利活用実験 

H14 

準備
中 

10 富士山噴火による被害想定
（業務名称は未定） 

株式会社建設技術研究所： 
自然災害におけるＧＩＳの活用研究 

H14 

※実用化、商品化したものには、商品化の他、実用的な研究や企業の内部業務等で実際に利用さ

れているものも含む。 
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（４）データ流通実現方策の検討 

平成１２年度、１３年度の実験を通じて得られた、実験の成果・事例、関係者の議論内容を

踏まえて、静岡県下においてデータ流通環境を実現するために今後取り組むべき課題とその具

体的方策について、株式会社浜名湖国際頭脳センターのホームページに設置した掲示板等で実

験関係者による意見交換を実施した。意見交換した内容及び３ヶ年の実験成果（実験参加者の

最終報告書や関係者の意見等）から、今後の取り組みについての提言事項を取りまとめた。 

データ流通環境実現のための具体的な方策としては、実証実験の成果の周知、メーリングリ

ストや掲示板の設置等による意見交換・議論の継続が、静岡県地区として、最も必要かつ実現

可能であるとされた。また、ＧＩＳデータの流通・相互利用実現のためには、関係機関（産・

官・学・民）の連携体制が必要であり、その具体化が取り組むべき課題となる。 

 

① 本実証実験で行われた取り組みの継続 

ａ）実験成果の周知 

実験の成果（活用事例等）を関係機関のホームページ上や広報への掲載、セミナー・説明

会等を通して広く一般に周知する。具体的には、平成１５年度から県ホームページにて、本

実験の成果（活用事例）等を紹介する予定である。 

 

ｂ）掲示板の設置等による意見交換・議論の継続 

ＧＩＳに関して情報交換する場が必要との認識に立って、どの様な仕組みが適切であるか

を検討する。例えば、掲示板等による関係者間の意見交換と議論の継続を行う。そこでの意

見は、静岡県下におけるＧＩＳ整備・普及促進のための参考とし、具体的方策にできるかぎ

り反映していく。 

 

②ＧＩＳデータの流通・相互利用のための連携体制の具体化 

ＧＩＳデータの流通・相互利用を促進するため、関係機関（産・学・民・官）の連携体制に

ついて、その位置づけや組織体制、役割分担などを検討し、具体化する必要があると考えられ

る。その体制の中で検討すべき項目（案）を以下に挙げる。 

ａ）ＧＩＳデータの流通・相互利用のための専門機関についての検討 

データ流通を円滑に行うために、データを一元的に提供する専門機関の設置もひとつの方

法であると考えられるが、その必要性も含めて、データの提供方法やデータ流通の管理手法

などの備えるべき機能や運営体制などについて、検討を行うことが考えられる。 

 

ｂ）地域におけるデータベース整備手法及び統合的なＧＩＳの管理・運用の仕組みの検討 

地域の誰もが利用できるデータベースを廉価かつ効果的に整備し、その品質を保持すると

ともに、業務全般や他分野への応用などに有効活用できるようにする必要があるため、国の

動向を踏まえ、県下で流通可能なデータの選定（定義）と、実際の流通に当たって最適かつ

統一的なデータ整備手法を確立するためのルールづくりを検討する。また、地方公共団体に
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おいては、データ流通・相互利用を実現するための基盤として、統合的なＧＩＳの管理・運

用の仕組みを検討する必要があると考えられる。 

 

ｃ）防災・観光等への貢献 

『静岡県地震対策アクションプログラム２００１』では、“減災”をテーマに掲げた取り組

みが既に実行されていることからも、防災への取り組みと連動した、実際に役に立つ防災情

報の提供や防災計画立案のための分析手法の確立を担う必要がある。さらに、地域住民への

防災情報の発信に際しては、より多くの人に興味を抱いて貰うためにも、観光情報など身近

な情報と併せて発信することが肝要である。このため、以下のことについて検討する。 

○特に防災に必要な情報の優先的な整備・更新の実施方法。 

○誰でも参加できる簡易型の災害図上訓練手法であるＤＩＧ（地域で大きな災害が発生した

場合を想定し、紙地図への書き込みを通して、参加者全員が主人公となり、積極的に災害

の対応策を考えることができる防災訓練。Disaster（災害）Imagination（想像）Game（ゲー

ム）の頭文字をとって名付けられた。）へのＧＩＳ活用の方法。 

○防災や観光・生活情報に役立つコンテンツ、ソフト、分析手法等についての事例の収集方

法及び実用化の方法。 

 

ｄ）人材育成 

県下にＧＩＳを根付かせるために、多様な人材を育てる必要があると考えられる。そのた

め、以下のことについて検討する。 

○ＧＩＳの活用及びＧＩＳデータの流通・相互利用のための人材育成プログラムの策定。 

○大学、高専、専門学校など教育機関やＧＩＳ関連企業などとタイアップした、地域ごと、

分野ごとの講習会やセミナーの開催。 

○Ｗｅｂを活用したＧＩＳの教育・啓蒙ソフトの開発、地域住民への提供。 

 

ｅ）データ提供に関する課題と解決方策についての検討 

ＧＩＳデータ流通の実現に向けて、個人情報保護などの法的なデータ提供の制限に関する

問題、ファイル形式の標準化、有償提供の場合の料金設定や徴収方法など、解決すべき課題

は多い。そこで、今後その解決方策等について検討し、できるところから一つ一つ解消する

ことが望まれる。 
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静岡県地区として、今後取り組むべき具体的方策案を整理し、図に示すと以下の通りである。 

 

図 2-3-1 今後取り組むべき具体的方策案 

 

（５）事業成果のまとめ 

本事業における３年間の実験を通して、実験参加者やデータ提供者といった関係者をはじめ、

報告会における一般参加者等、多数の参加者を得ることができ、この点において非常に大きな成

果を挙げることができた。これにより、静岡県地区におけるＧＩＳの普及を促進することができ

た。 

また、静岡県地区において、空間データ流通・相互利用を実現することの有用性と課題等を実

証することにより、関係者への理解浸透を図ることができた。実施過程における関係者相互の意

見交換を通して、空間データの流通・相互利用を実現するためには、今後静岡県地区において産

官学民の連携体制の確立が必要不可欠であることが認識され、本事業の成果を地域住民に対し幅

広く告知していくことや、関係者間における具体的かつ詳細な検討の必要性などが今後取り組む

べきこととして共有された。 

さらに、静岡県地区の特色である防災関連の事例が多数提示されたことは、今後、静岡県地区

の防災情報システムや防災計画等への反映、自主的な防災活動での活用等への貢献、加えて、地

域住民の生活全般にわたる多様な分野においても、具体的な貢献に繋がることが期待される。 

本実証実験で行われた
取り組みの継続

○実証実験の周知
○掲示板の設置等による意見　
　 交換・議論の継続

実現可能な方策（案）
早急に取り組むべき

方策（案） 今後検討すべき方策（案）

◆ＧＩＳデータの流通・相互利用の　　
ための専門機関についての検討
・設立の必要性
・備えるべき機能と運営体制　等

◆静岡県地域におけるデータベー　
　ス整備手法及び統合的なＧＩＳの　
　管理・運用の仕組みの検討
・流通可能なデータの選定（定義）
・流通に最適かつ統一的なデータ
　整備手法を確立するためのルール　
づくり
・統合的なＧＩＳの管理・運用の仕組　
　等

◆防災等地域への貢献
・防災関連データの優先整備
・ＤＩＧへのＧＩＳの活用
・防災・観光・生活情報に役立つコン　
　テンツ、ソフト、分析手法等の事例
　収集、実現化　等

静
岡
県
下
に
お
け
る
Ｇ
Ｉ
Ｓ
整
備
・普
及
促
進
の
実
現

◆人材育成、教育・啓蒙
・人材育成プログラムの策定
・講習会やセミナーの開催
・Ｗｅｂを利用したＧＩＳの教育・啓蒙ソ
　フトの開発･提供　等

◆データ提供に関する課題と解決方
　 策についての検討
・法的なデータ提供の制限
・ファイル形式の標準化
・有償提供の場合の料金設定や徴収
　方法　等

ＧＩＳデータの流通・相互
利用のための連携体制

の確立

○関係機関（産・官・学・民）の
　 連携体制の位置づけ、組織　
　 体制、役割分担などの検討
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別紙 

 

平成１２年度ＧＩＳ整備・普及支援モデル事業（実証実験データベース利活用実験） 

実験参加者名及び実験の名称一覧（静岡県地区） 

 

No 実験参加者名 実験の名称 

1 株式会社 パスコ 住宅建築業者による、地図情報利活用実証実験 

2 玉野総合コンサルタント 株式会社 都市計画支援システムにおける既存データ利用の

可能性に関する研究 

3 有限会社 ガーデンソフト リアルタイム画像の情報取得伝達及びＧＩＳデー

タとの付加価値の開発実験 

4 株式会社 ビック東海 ＧＩＳデータの実測データによる即時更新に関す

る実験 

5 株式会社 富士通インフォソフトテクノ

ロジ 

治山管理システム開発による、３次元地図システ

ムへの利活用データ適応可否および、３次元地図

の有効性の検証 

6 東日本電信電話 株式会社 

西日本電信電話 株式会社 静岡支店 

異種空間データ流通･統合利用実験 

7 株式会社 デイシス 地域沿岸情報マップ 

8 株式会社 フジヤマ ユニバーサルデザイン･シミュレーションシステ

ム 

9 日本工営 株式会社 ＧＩＳを活用した土砂災害危険箇所管理システム

構築に関する実験 

10 社団法人静岡県測量設計業協会（代表） 

応用技術 株式会社（参加企業） 

イントラネット上のＷｅｂＧＩＳシステムによる

都市計画窓口支援システム 

11 株式会社 開発計算センター 三次元地図を搭載した高速表示ＧＩＳシステムを

利用したデータ流通実証実験 

12 中央開発 株式会社 地域防災活動への高度利用を目的とした地形情

報および地質情報の活用実験 

13 情報環境デザイン 株式会社  

泉創建エンジニアリング 株式会社 

Webブラウザベース埋蔵文化財地図閲覧システム

実証実験 

14 株式会社 エヌ･ティ･ティ エムイー東

海 

小規模町村の農地管理ＧＩＳシステム 

（固定資産台帳管理システムの研究） 

15 鹿島建設 株式会社 緑の基本計画策定支援におけるデータベース利活

用実験 
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平成１３年度ＧＩＳ整備・普及支援モデル事業（実証実験データベース利活用実験） 

実験参加者名及び実験の名称一覧（静岡県地区） 

 

No 実験参加者名 実験の名称 

1 静岡大学 情報学部 情報科学科 

阿部 圭一 

災害予測・復旧支援地理情報システム構築におけ

る利活用データの有効性 

2 関東甲信越東海 GIS 技術研究会 地域活性化促進を目的とするＧＩＳによる観光案

内システム構築におけるデータベース利活用実験 

3 株式会社 パスコ インターネットを利用した空間データ提供方法に

関する研究 

4 株式会社 フジヤマ 

 

ＧＩＳを使用した地質ボーリング情報などの管理

活用の研究 

5 株式会社 富士通インフォソフトテクノ

ロジ 

３次元ＧＩＳにおけるデータ表現方法の検証 

6 株式会社 エヌ･ティ･ティ エムイー東

海 

デジタル地図の修正に伴う資料の収集方法や、簡

便な更新方法の検討 

7 株式会社 建設技術研究所 

 

火山噴火対策へのＧＩＳの活用研究 

 

8 日本スーパーマップ 株式会社 マルチメディア、インターネット技術をＧＩＳに

統合した静岡観光ガイドシステム 

9 株式会社 ブラーヴァ 小売業におけるカストマーズカード分布と販売促

進チラシとの考察 
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平成１４年度ＧＩＳ整備・普及支援モデル事業（実証実験データベース利活用実験） 

実験参加者名及び実験の名称一覧（静岡県地区） 

 

No 実験参加者名 実験の名称 

1 静岡大学 情報学部 情報科学科 

阿部 圭一 

画像処理を援用した浜松市水道管網図電子化の試

み 

2 静岡大学 情報学部 情報科学科 

岩崎 一孝 

地籍を単位とした土地情報システムの構築  

－掛川市を例として－ 

3 慶応義塾大学 理工学部 

岸本 達也 

①ＧＩＳを用いた地域施設計画の立案支援システ

ムの開発 

②ＧＩＳデータを用いた都市景観シミュレーショ

ンに関する研究 

4 早稲田大学 理工学部 建築学科 

渡辺 仁史 

①交通量調査及び予測の公共ＧＩＳデータ利用シ

ステムの構築 

②ＧＩＳを利活用した不動産データ整備について

の研究 

5 国際日本文化研究センター 研究部 

宇野 隆夫 

ＧＩＳを用いた歴史的空間情報の解析・解釈実験 

6 独立行政法人防災科学技術研究所 

長谷川 浩一 

山地の生産土砂量推定方法の検討および自然災害

危険度情報の地域防災計画への利用実態の検討 

7 清水建設 株式会社 ＧＩＳを活用した都市デザイン（分析、計画、評

価、プレゼンテーション） 

8 株式会社 横河技術情報 ＧＰＳ・カメラ搭載携帯電話の位置情報付き写真

画像等を用いた市民参加型地域ＧＩＳの構築 

9 静岡県土地家屋調査士会 ＧＩＳを利用した土地資料センターの構築および

わかりやすい境界点情報の提供 

10 イー・アンド・イー ソリューション
ズ 株式会社 

風況マップデータのＧＩＳ化および風力発電可能

性地域抽出モデルの検討 

11 第一測工 株式会社 震災時における避難経路探索及び防災計画支援に

関する研究開発 

12 株式会社 エクシード 地震・火山等による災害予測と避難所施設の照会

システムにおけるデータの利活用 

13 株式会社 みすず綜合コンサルタント ＷＥＢによる防災情報提供のためのＧＩＳ構築 

14 株式会社 パスコ インターネットを利用した空間データ提供方法に

関する研究 

15 株式会社 フジヤマ 防災関連ＧＩＳ空間データのあり方（特に住所レ

ベル位置参照データを中心として） 

16 関東甲信越東海ＧＩＳ技術研究会 地域活性化促進を目的とするＧＩＳによる観光案

内システム構築におけるデータベース利活用実験 

17 株式会社 エヌ･ティ･ティ ネオメイト

名古屋 

世界測地系に基づく各種デジタル地図の位置検証

及び市町村合併に対応できる地図更新への適応 

18 株式会社 富士通インフォソフトテク

ノロジ 

解析・シミュレーション結果の効果的な表現に関

する実験 

19 株式会社 建設技術研究所 自然災害におけるＧＩＳの活用研究 
























